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ニュージーランドでは，1984年の第四次労働

党政権の登場を契機として，マーケットリベラ

リズムに立脚した行財政改革が進められてき

た。そうした行財政改革の徹底ぶりは，日本に

も，ニュージーランドモデルとして，紹介され

ている。しかし，1999年11月の総選挙で，労働

党が政権に復帰したことからもわかるとおり，

これまでの改革の流れにも，確実に変化が生じ

てきている。

本書の主題は，1990年代におけるニュージー

ランド福祉国家の全体像を描き出すことにあ

り，同国における福祉国家の原理にかかわる問

題について論じた第一部（１－６章），1991年

から1998年までの社会政策の動向を扱う第二部

（７－15章），終章である第三部（16章）の三部

構成となっている。

１

まず，第一部の冒頭では，1938年の社会保障

法の成立に始まり，1980年代後半以降の社会政

策の改革に至る過程が概観される。ここでは，

残余的福祉モデル，保険モデル，市民権モデル

あるいは権利モデルという三つの福祉国家モデ

ルを用いて，ニュージーランド福祉国家の今後

の方向性が考察されている。残余的福祉モデル

とは，個人のニーズの充足が一義的に家族と私

的市場，慈善団体等に委ねられており，それら

が解体した場合にのみ，社会福祉制度の関与を

受けるモデルである。それに対して，保険モデ

ルは，個人や使用者からの拠金によって所得再

配分を行うモデルである。市民権あるいは権利

モデルとは，所得や資産，もしくは拠金の額等

とは無関係に，市民権に基づき，社会サービス

や所得の再配分を受けるモデルである。もちろ

ん，現実には，重点の置き方こそ違え，上述の

福祉国家モデルの要素は，いずれの福祉国家に

もみられるものであるが今後のニュージーラン

ドの改革においては，高税であっても普遍主義

的な社会サービスの提供を原則とする市民権あ

るいは権利モデルへの接近が望ましいというの

が，著者の見解である。次章では，福祉国家と

社会的正義，原住民であるマオリの視点から見

た社会政策，マクロ経済，政府の役割，選別化

と普遍主義の問題がそれぞれ検討されている。

２

第二部では，労使関係，医療，事故補償，教

育，住宅，社会保障，年金等，社会政策の各分

野における改革とその影響が論じられている。

労使関係に関しては，1991年の雇用契約法の影

響として，労働組合組織率の低下，企業レベル

の労使交渉の増加といった特徴が認められる。

しかし，予想に反して，雇用構造そのものには

大きな変化が見られず，非典型雇用も目立った

増加を見せていないことが指摘されている。

医療については，1993年及び1996年に実施さ

れた医療改革の結果，ＧＤＰに占める医療費の

割合は，むしろ増大する傾向にあることが明ら

かにされている。また，公立病院における平均
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在院日数の短縮や，待機リストの長期化等，医

療のアクセスにかかわる問題も懸念材料の一つ

である。

事故補償制度は，同国における唯一の社会保

険ともみなされているもので，1992年に改革が

実施された。事故補償法(1972)により，労働災

害および自動車事故等の事故の犠牲者に対し包

括的な補償が行われてきたが，改革により，補

償対象とされる事故の限定化，一括給付の廃止

を含む補償金の引き下げ，賃金稼得者に対する

課金の導入等が実施されている。

義務教育についても，1991年に新カリキュラ

ムの制定ならびに学区制の廃止等を柱とする教

育改革が実施された。高等教育においても，教

育予算の抑制と学生に対する奨学金の扱いが問

題視されている。また，住宅政策をめぐって，

主として，公営住宅における受益者負担の拡大

や，1993年に導入された低所得者向けの選別主

義的な住宅給付の問題が扱われている。

社会保障の分野では，1991年の各種現金給付

の削減とその結果としての貧困の拡大が検証さ

れているほか，welfare to workfareプログラム

にふれている。年金については，1996年に国民

年金の上乗せ税率が廃止された。また，1997年

に強制的退職貯蓄制度化をはかる新年金計画案

をめぐり国民投票が行われ，91.8%の圧倒的多

数をもって否決されるという動きが見られてい

る。

３

第三部では，三編著者により，第二部で詳述

された改革の概要が要約されるとともに，ニュ

ージーランド福祉国家の今後の展望に検討が加

えられる。論点の一つは，経済政策と社会政策

との連携であり，完全雇用，累進的所得税に基

づく普遍主義的な社会サービスの提供等の伝統

的なニュージーランド福祉国家の特徴の再評価

である。普遍主義的な社会サービスが指向され

る理由としては，規模のメリットに加え，現行

の選別主義的な社会保障のもとでは，低所得者

層を対象とした福祉プログラムが中流階級向け

のそれと比較して，政策上，削減の対象とされ

やすい状況に置かれることなどが挙げられた。

また，貧困問題の深刻化と関連して，社会保障

給付水準は，食糧銀行やその他の慈善団体の存

在が必要とされなくなる程度にまで回復させる

べきであると結ばれている。

４

本書の結びの言葉は，「貧しさゆえに，ニュ

ージーランド国民が通常食べているような食物

が摂れず，同程度の衣服が着られず，一般的な

ニュージーランド国民であれば当然のように参

加する活動に適度に参加できないということが

あってはならない。目標は，全国民が，ニュー

ジーランド国民の一人として，出会い，交わる

ことができるようにすること，つまり，帰属意

識を持てるようにすることである」という，か

つて社会保障省が提示した一節を彷彿とさせ

る。経済政策と社会政策の連携といった論点も，

王立社会保障委員会や王立社会政策委員会の公

的な報告書をはじめ，再三見られるものであり，

ニュージーランドにおいても，決して目新しい

ものとは言えない。また，「賃金稼得者の福祉

国家」としてのニュージーランドに言及しなが

ら，それに関連して論じられてもよいはずのジ

ェンダーという論点が欠落しているのは，たい

へん残念に思われる。

しかし，本書の魅力はその包括的な実証分析

にあり，マーケットリベラリズムに批判的な立

場から問題提起を行い，改革のゆくえに関する

論議を深めようとする編著者らの姿勢は，ニュ

ージーランドにおいても高く評価されている。

本書の編著者二名による前著(1)と同様，ニュー

ジーランドの社会保障・福祉関係の参考文献と

して，筆頭にあげられる一冊である。
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(1) Jonathan Boston and Paul Dalziel eds., “The
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Economic and Social Policies", Oxford University

Press, 1992

(Jonathan Boston, Paul Dalziel and Susan St John

eds.,

Redesigning the Welfare State in New

Zealand:Problems, Policies, Prospects

Oxford University Press, 1999,ix,356p.,NZ$45) 

（たけうち・さゆみ　法政大学大原社会問題研究所兼

任研究員）

この２月，イギリスの新聞は，いわゆる高級

紙もタブロイド紙もこぞって，ＭＩ５（英国秘

密情報部）の発表として，元ビートルズのメン

バー，ジョン・レノンがＩＲＡ（アイルランド

共和国軍）に資金援助をしていた，と報じた。

この新聞報道に対して，ヨウコ・オノは滞在先

のマドリードで記者会見に応じ，事実無根と一

蹴した。これで一件落着。それにしても，人騒

がせな新聞報道であった。これが単なるガセ・

ネタだとすれば，周知のように，ブレア労働党

内閣の提唱で進められていた「和平会議」にお

いて，ＩＲＡの停戦と武装解除をめぐって，

「和平合意」に至らなかったために，反ＩＲＡ

世論を喚起するため，といえば言い過ぎになる

だろうか。

ともかく，アイルランド問題は，実に複雑で

ある。それを解く手がかりは，アイルランドの

歴史の中にあると思われる。

ケルト文化発祥の地と謳われている緑の国ア

イルランドの歴史には，二つの期間しかない。

古代ケルト文明を経て，ヴァイキングの侵略を

うけ，イングランド出身の唯一のローマ教皇ハ

ドリアヌス四世により，正統的なキリスト教の

布教という名目で，アイルランドの領有権がイ

ングランド王ヘンリー二世に与えられる（1156

年）までと，1916年の復活祭蜂起（イースタ

ー・ライジング）から現在までの80年間。その

中間は？　それは征服者イングランドの歴史で

あって，アイルランドの歴史ではない。事実，

ダブリンのアイルランド国立博物館にも，その

中間の時期の展示品は一切ない。

800年間もの歴史的空白（アイルランドから

すれば「800年間にわたる罪悪」）を持たざるを

えなかったアイルランドは，現在においてもイ

ギリスによって英領地アイルランド（６州）と

南のアイルランド共和国（26州）に分割されて

いる。しかも，現在の北アイルランドの主流は

英本土からの移住者の末裔のプロテスタント

（英国国教会，スコットランドの長老派教会）

系であり，土着の子孫カトリック系の住民は，

「二級市民」として，政治的，経済的，社会的

に差別されている。

ことほどさように，アイルランドはイギリス

の最初で最後の植民地だといわれている。換言

すれば，アイルランドは，ヨーロッパの真只中

にありながらも，コロンブスの新大陸発見（到

着）より４世紀も前から，西欧植民地主義の犠

牲国であり続けるヨーロッパ唯一の国なのであ

る。ちなみに，イギリス人にとって，アイルラ

ンド人は「猿」であり，「白いチンパンジー」

であり，「野蛮人」であり，他国民に支配され

鈴木良平著

『アイルランド問題とは
何か
―イギリスとの闘争，そして和平へ』

評者：川成　　洋
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る民族にすぎないのだ。事実，1841年創刊のイ

ラスト入りの週刊誌『パンチ』には，猿に擬せ

られたアイルランド人がよく載っている（ジェ

イムス・ターナー『動物への配慮－ヴィクトリ

ア時代精神における動物・痛み・人間性』（斉

藤九一訳，法政大学出版会，1994年，122頁）。

また，マルクスの朋友エンゲルスも，マンチェ

スター滞在中に，アイルランド人は臭い，とひ

どく彼らを貶めたという。

ところで，本書によると，北アイルランド問

題に関して，イギリスは三つの誤りをつみ重ね

てきたという。

①　1169年のアングロ・ノルマンによるアイ

ルランドの侵略。

②　17世紀初頭のアルスター地方（北アイル

ランド）へのプロテスタントの入植。

③　1808年のアイルランドの併合。

このうちいずれか一つでも欠けていれば，現

在の北アイルランド問題は生じなかったであろ

う。結局，北アイルランドの悲劇は，ほぼ同じ

民族でありながら，プロテスタントの入植者

（New English）が支配者となり，土着のカトリ

ック（Old English）が奴隷のような農業労働者

の地位におとしめられていることである。つま

り，支配と被支配とを分けたのは，プロテスタ

ントとカトリックという宗教上の違いだけであ

った。

こうしたイギリスの支配に対して，宗教的対

立をも含む「民族自決」の狼煙が燃え上がった

のも，当然である。

アイルランドの独立闘争，それに対するイギ

リス側の強硬な武力弾圧や老獪な懐柔策の繰り

返し。そういえば，余談であるが，戦前のわが

国では，朝鮮の統治をめぐって，イギリスの対

アイルランド植民地政策が秘かに研究されてい

たという。

本書は，「イギリスの危機はアイルランドの

好機」を積極的に活用するナショナリスト運動，

さらに爆弾テロで勇名（あるいは，悪名）をは

せているＩＲＡ，その上部の政党と目されてい

るシン・フェイン党（ちなみに「シン・フェイ

ン」とは，アイルランド語で「われらのみ」と

いう意味である）の活動や歴史などを詳らかに

し，今後の決して平担とは思えないアイルラン

ドの問題の行方を推察している。

周知のように，ブレア労働党内閣の提案した

「和平会議」も，「和平合意」に至らず，暗礁に

乗りあげているようである。

前途はいかに？

それにもかかわらず，本書は一縷の望みとし

て，北アイルランドでは，プロテスタント政党

もカトリック政党も，欧州議会選挙と北アイル

ランド議会選挙で支持者の獲得に躍起となって

おり，双方とも暴力行為やテロを排斥する傾向

にあること，また「これ以上イングランドの一

隅に金とエネルギーを投入するのは馬鹿げてい

る。イギリスが北アイルランドを必要とするか

否かの国民投票を政府は実施すべきだ」という

投書がイギリスの有力紙に載るようになったこ

と，などを挙げている。結局，北アイルランド

問題という盤根錯節を一気に切開するのは，イ

ギリスの北アイルランドからの全面撤退，これ

しかないのであるが…。

タブリンのメイン・ストリート，オコンネル

通りの記念碑の「いかなる者も国家の行道に対

して，境界を定める権利をもっていない」との

パーネル（1846～91）の言葉は，800年間も民

族の空白の歴史を強いられ，その母語（アイル

ランド語）と民族文化（ケルト文化）を奪われ

てきた者が公言できる，千古不滅の名言なので

ある。

最後にアイルランド語について一言。

800年のイングランドの支配のために，アイ

ルランド人は固有の言語であるアイルランド語
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を失ってしまった。アイルランドの独立運動に

は，アイルランド語の復興運動，さらに，詩人

のＷ・Ｂ・イエイツや劇作家のＧ・バーナー

ド・ショウらの「文芸復興運動」も含まれてい

るのだ。言語こそ，その民族のアイデンティテ

ィを描出する唯一の手段だからである。さらに，

アイルランドの作家ジェイムズ・ジョイスは，

「征服者の言語＝英語の解体」に向けて，英語

もどきの言語，別言すれば，「ジョイス語」な

いし「ウェイク語」で，最後の大作『フィネガ

ンス・ウェイク』を上梓した。ジョイスは，作

中人物シェムにこう言わせている。‘wipe alley

english spooker, or multiphoriaksically spuking

off the face of the erse’「比喩的に言うのだが，

おれは，地表から，一切の言語の話し手を抹殺

するつもりだ」

ジョイスの言語ルサンチマンの叫びが聞こえ

てきそうだ。

第二次大戦期，占領した東南アジア諸国に

「皇民教育」と称して日本語の使用を強要し，

そして現在「英語第二公用語」といったいかが

わしい「日本語無用論」に狂奔する日本人。一

体，日本人は民族のアイデンティティとは何だ

と思っているのか？失ったものを取り戻すの

は，至難の業なのである。つまり，文化や言語

を失うのは「年」単位だが，それを回復させる

のは「世紀」単位である。そう本書の行間は力

説しているようである。

（鈴木良平著『アイルランド問題とは何か－イ

ギリスとの闘争，そして和平へ－』丸善ライブ

ラリー，2000年３月，196頁，780円＋税）

（かわなり・よう　法政大学工学部教授）■

本書は，1999年1月27日に「日本におけるフ

ランス年」の一企画として開催された「フラン

スＥＮＡ官僚の実像」という人事院によるセミ

ナーに関する報告書である。図書として販売さ

れている訳でもない報告書をここでわざわざ紹

介しようというのは，この報告書がフランスの

高級官僚に関する講演内容が従来日本で紹介さ

れてきた内容をはるかに超える水準にあり，フ

ランスの高級官僚についての鳥瞰的な構図をわ

れわれに提供してくれると思われるからであ

る。

報告書の構成を簡単に紹介すると，①フラン

ス政府の中央人事行政機関である行政公務員総

局の現役ＥＮＡ出身官僚と，社会学者でエリー

ト研究の第一人者の２人のフランス人による講

演，②パネリストによる質疑応答，③付録とな

っている。講演者は，レイモン・ピガニオル氏

（フランス行政公務員総局欧州・国際室長）と

ミッシェル・ボエール氏（パリ政治学院教授兼

国立科学研究院社会学研究所エリート部長）の

２人である。講演の後に，質疑応答があり，浜

川清氏と植野妙実子氏による質問がなされてい

る。そのほかに，「両氏が語る“フランスの高

級官僚”」として，２人の講演者にたいするイ

ンタヴュー，参考資料として「フランス公務員

制度概要」が含まれている。

「はしがき」によると，この企画については，

人事院創立50周年記念セミナー報告書

『フランスENA官僚の
実像』

評者：佐伯　哲朗
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人事院国際課の吉住夕起や・上席国際専門官，

岩田伸子・国際研究官が中心となって担当した

とのことである。通訳者，翻訳者については，

特に記載はない。

次に両氏の講演内容とボエール氏の発言を紹

介するが，紙数の制約もあり，その概要を紹介

するだけにとどめなければならない。

１　ピガニオル「高級官僚のキャリアパターン」

高級官僚とは，採用時の学歴，職務，給与の

３つの基準を組合せて，25000人がこの定 義に

当てはまるが，このうち2580人が国の高級職員

群に所属する職員で，高い指数の俸給表に基づ

いて給与が支払われている。狭義には2500人，

広義には25000人の高級公務員が 存在する。全

体で1835000人にのぼる公務員総数に比較して，

彼らをエリートと呼んでも不思議ではない。

高級官僚全体のモデルとなるような昇進パタ

ーンはない。行政系の職員群と技術系の職員群

の違いだけでなく，同じ技術系であっても職員

群によって違いがある。また昇進管理の実態が

規定以上に多種多様である。キャリア管理は非

常に柔軟である。フランスの公務員制度は，グ

レードと官職を区別している。高級官僚は，グ

レードは有していても常に管理職に就いている

わけではない。その結果として，わが国の高級

官僚のキャリア形成は２つのステップに分かれ

て行われる。行政系のグランゼコールを卒業し

て高級管理職の予備軍である職員群に入ること

が第一段階のステップ，職員群によって異なる

条件をクリアして高級管理職につくことが第二

段階のステップである。

エナ（国立行政学院）及び理工科大学校の卒

業生が構成する職員群に限ってお話ししたい。

毎年エナの定員は約100名程度であり，これに

対し約500人が応募する。行政補助職員の採用

試験の倍率よりも低いことになるが，その原因

はエナ受験には相当の準備が必要であり，よほ

ど強固な動機づけがなければならないこと，膨

大な知識が要求されるとともに，学校の名声が

余りにも高いことから一種の自己抑制が受験生

側に生じるためだと想像される。エナの合格者

に見られる最近の傾向としては，女子が増加し

てきている。1997年の場合，合格者全体に占め

る女子の比率は36％で，学校創立以来最高の数

字となった。

エナに入学を許された学生たちは見習い職員

となり，給与を支給される上に，よほど成績が

悪くない限り，卒業後は官庁に職を得ることが

約束される。エナの教育内容は実習と座学によ

って構成され，それぞれに当てられる時間は均

等であり，その合計は27ヵ月である。

エナの教育を特徴づける最大の要素は，教育

期間の最初から最後まで続けられる学生同士の

競争である。その結果学生が序列化され，その

順位によって入る職員群が左右される。選択権

はエナを卒業した学生にあり，採用する官庁に

は選択権がない。成績の優秀な学生が選ぶのは，

国務院職員群，会計検査院職員群，財務監査官

群といった伝統的なグランコールである。高等

行政官群の配属先省庁間にも差があり，概して

財務・経済・工業省が他の省庁と比較して人気

が高い。

高級管理職に任命されるためには，特定の職

員群に属していることが条件となる。このこと

から職員群によって，占めることのできるポス

トが限定される。例えば，本省の次長ポストの

3／4は高等行政官から，1／4はエナの卒業生に

よって構成される他の職員群又は高級技術官僚

が属する職員群から任命される。

任命手続きについては，例えば本省の次長に

任命されるにはエナ卒業後最低８年以上の勤務

経験が必要とされる。また，その８年の間に，

異なる職務経験を積むこと，つまり最低２年間，
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出身省庁とは異なる省に勤務する，又は所属職

員群が果たす職務とは別の職務を遂行するとい

う「異動の義務」を済ましていることなどであ

る。官職の欠員は官報に公告されなければなら

ない。

候補者の選抜は，欠員官職の出た部局の局長

が，候補者と面接して決めるのが一般的である

が，他の基準，特に政治色が入り込む余地はな

い。候補者の受けた教育，職務経験並びに管理

職としての適性などが審査対象となる。

高級官僚の昇進システムの運用については，

３件の事例を説明する。高等行政官群には毎年，

エナ卒業生の中から約50名が入るとともに，公

務内部の登用枠で入ってくる職員も約30人い

る。この職員群は，各省庁を横断的にカバーし，

国の中央省庁での任務遂行をその主な使命とし

ている。

キャリアの展開は，配属された省庁によって

大きな差がある。例えば，経済・財務・工業省

を選択した若い高等行政官は，一般的には最初

は，４年間課長補佐を務める。その後の「異動

義務期間」を同省の地方出先機関で過ごすか，

或いは，他の公施設，海外の機関，又は他の中

央省庁に勤務する。２年間の異動義務期間終了

後は，元の所属省庁である経済・財務・工業省

にほとんどの場合戻るが，その際課長に昇進す

るチャンスがある。その後本人の能力にもよる

が，８年から10年をかけて次長に昇進する。そ

して次長ポストを５年務めた後（さらに別の局

の次長に任命された場合はこの期間が10年にな

るが），経済・財務・工業省の局長になれる。

このように，経済・財務・工業省の高等行政官

は，局長まで昇進できる可能性が非常に高い。

局長のポストを射止められなかった同省の高等

行政官は国庫出納官，財務監査官又は民間企業

のポストなどへ転出していく。経済・財務・工

業省におけるキャリアは非常に直線的であり，

当初から10年，15年，20年後のポストを予想す

ることが可能で，キャリアの展開が体系化され

ている。

内務省でのキャリアパターンも体系化されて

いる。同省に配属された高等行政官は本省勤務

と地方での副知事職を繰り返しながら，最も優

秀な高等行政官の場合，45歳以前にして知事の

座に任命されることもある。社会問題省の場合

は，キャリアがあまり体系化されていない。

所属する省庁によってキャリアの安定度は非

常に異なる。キャリアは省によっては計画性に

富んで安定したものであるが，他の省では個人

のイニシアチブに委ねられている部分が多く，

個人的にチャレンジを繰り返しながらキャリア

を築き上げねばならないという面がある。

次のテーマは，フランスの行政機関において

課題とされている部下の選び方である。省庁側

がエナ卒業生を選ぶのではなく，学生が省庁を

選択できるようになっている。省庁側は自分で

選んだわけではない幹部候補者と一緒に行政運

営を行っていかなければならない宿命にある。

学生が省庁を選択する際の志望動機には，省庁

の対外的知名度といった表面的な理由に基づく

ことが多い。たとえば経済・財務・工業省はエ

ナの卒業生の中でも成績優秀な学生が選択する

官庁だが，ここでの職務の充実度は，私個人が

経験した社会問題省での充実度と比較すると，

遥かに劣ると思う。配属先を自由に学生に決め

させることは，我が国行政の矛盾である。

第２のキャリア問題とは，勤続年数が20年か

ら25年になると俸給表の頂点に到達してしまっ

て，40歳から45歳という，定年まで15年から20

年を残す人が，その後やる気を失い，努力し続

けることができなくなるという問題である。

これによって，制度が硬直化しないように，

管理職の採用を多様化すると共に，優秀な人材

を上級ポストに登用し，その他の人々には新た
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な働き口を見つけるように努力している。カテ

ゴリーＡの職員群に属する職員がＡの中でも更

に上の職員群に入ることは，比較的スムーズに

行われているように思う。しかし，高級官僚に

対しては満足のいく解決策が見出されていな

い。

フランスは高級官僚と政界並びに経済界との

関係が非常に強いというイメージが普及してい

るようだが，現実はこのイメージとは異なる。

エナの卒業生の大部分は依然として行政機関の

職員として勤務している。ただ高級官僚に対し

ては政治及び民間企業で活躍する道が開かれて

いる。

行政の上部と政界の間には非常に強い関係が

存在する。その関係を取り持つのが官房の役割

である。大臣官房はフランス特有の組織であっ

て，これに類似する組織は日本にはないと認識

している。この組織は大臣の自由裁量によって

選ばれるが，ほとんどが高級官僚である。大臣

官房が果たす役割は，大臣と行政との関係の構

築・確保，広報，国会・報道機関対策はもちろ

んのこと，大臣の移動の手配といった総務的な

こと，演説草稿の作成等多岐にわたるが，その

中でも一番重要な役割は大臣の政策立案に関与

することである。

大臣の政策決定に協力するのは官房の技術顧

問の役割である。彼らは大臣の政策準備に関与

すると同時に，大臣と省の各部局との間のイン

ターフェースの役割も果たす。官房職員は大臣

によって選ばれた人達であるから，大臣の信頼

も厚い。彼らは政治と行政の間のインターフェ

ースとしての役割も演じることから，行政，特

に，高級官僚の政治的中立性を担保することに

もなる。

フランスの公務員制度では，公務にいながら

も民間企業へ一時的に転出し，転出期間終了後

に官職に復帰することが保証されている。派

遣・休職期間は合計12年間とされている。これ

以外に，定年退職又は辞職による民間企業への

転出がある。いきなり退職・辞職して，民間企

業に転出することは少なく，通常は，官職への

復帰が保証されている比較的長い試用期間（派

遣又は休職）を経て転出することが一般的であ

る。この種の転出は官庁による規制を受けてい

る。

２　ボエール「フランスエリートの製造論

理－高級官僚の育成，昇進の問題点－」

フランスには，行政，政治，経済のエリート

が存在するが，エリートの育成には，３つの大

きな特徴がある。第一に，卒業時の成績がもの

をいう。第二に，高いポストにいきなり就く。

第三に，昇進が組織化されていない。成功する

のは，エリート校の優等生で，エリート校が優

等生を行政，政治，経済の指導者として育て

る。

このようなエリート製造方法は，次のような

結果を生み出す。世代を超えた社会的な流動性

が生じる。親よりステイタスがあがる場合もあ

るし，下がる場合もある。しかし，同世代内の

移動となると非常に限られてしまう。卒業時の

成績で殆どすべての将来が決定してしまう。第

二に，指導者層が他の社会層から隔離されると

いう結果を生み出す。30歳で指導者になって，

35年間指導者のままである。

第三に，彼らは問題を解決できる能力を認め

られて選抜されたが，どのような問題が新たに

生じているかを筋道立てて考える能力にやや欠

けるところがある。国民の意見に耳をかさず，

内々で改善策を模索する。学校に入れなかった

者に対して，一種の軽蔑の念を抱いている。有

名校に入れたし，そこでも優秀な学生であった

から，教育システムを正当化し，劣等生よりも

優秀であるとの確信を持っている。自分たちが
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全体的利益の擁護者であるという意識もそこか

ら芽生える。彼らは，具体的な問題には疎いジ

ェネラリストであるが，分析力や話す能力は抜

群である。２分で書類を読んで，２時間話をす

ることができる。だが，その書類を作成するた

めに２年間かけた部下の気持ちを酌むことがで

きず，部下にやる気を起こさせることができな

い。

官僚風に権力を行使していては，集団での仕

事は難しくなる。まして，周囲を活気づけるこ

となどできない。企業の中間管理職は，問題を

解決するために部下を集めて解決方法を模索す

るが，エリートである指導者達は，部下に書類

の準備だけはさせるが，家に持ち帰って自分で

解決策を練り，翌朝職場へ持って来る。

交渉し，改革を行なうことが苦手であるのも

結果の一つであろう。指導者達は非常に優秀な

ので，フランスの行政や社会全体の問題を予測

することは得意技である。50年間にわたり行政

や教育問題に関する同じ内容の報告書が２年お

きに作られている。50年間も同じ予測が繰り返

されていること自体が，問題が何も解決されて

いないことを表している。指導者達は，物事が

うまく進まないのは，下層部の連中が自分達の

言うことを信じず，規則が適用されていないか

らだと考える。それで，規則がうまく適用され

ないからと新たな規則を作り，事態をさらに複

雑にして，もっと規則が適用されにくくしてい

る。

エリート製造方法の見直しが，何故今フラン

スで求められているのか。先ず，エリート製造

の方法が変わらなければ社会的な危機が生じよ

う。卒業時の成績を絶対視する風潮は，エリー

トのみならず国民全体に広がりつつある。どん

なに良く働いても，職業的流動性は学業成績に

よって制約されてしまうから，希望が持てなく

なってきている。

フランスは，学業成績に基づくカースト社会

である。それでも，70年代までは相対的にうま

くいっていたが，教育システムが民主化される

につれて，数々の問題が起きてきた。同世代の

20％しか高等教育を受けていなかった時代に

は，学歴がなくても上級管理職，又は指導者層

になることも可能であった。いまや50～60％が

大学に行く時代で，学歴不問というわけにはい

かない。家柄によるカースト制なら良い家系に

生まれなかったからと諦めることもできるが，

学業成績で決まるカースト制では，自分は出来

が悪いのだと，自分を責めることしかできない。

わが国を動かしているのは，エリート中のエリ

ートと言われるたった50人の人間である。経済

成長率が殆どゼロの現在，中流階級は上位へ進

むチャンスもなく，収入の増加や資産家となる

希望は姿を消している。この中流階級が，失業

問題に直面して，より低い階級に近づきつつあ

る。そのような時，社会危機が起きる。

次に効率性の面からの必要性がある。エリー

トの製造方法と効率性への要求との間には矛盾

が生じつつある。これまで社会は，①知識のあ

るエリート，②その命令を伝え，監督する中間

層，③ただ働くだけの一番下の層の３層に分か

れて機能してきた。しかし，今や，現場を知ら

ないジェネラリストでは，職場を指導しきれな

い。「ただ働くだけ」の人達も学歴をつけ始め，

指導者達の能力を，22歳の時点での成績で評価

するのではなく，仕事を通じてどれだけの業績

を残しているかで評価すべきだと要求してい

る。

３　ボエール氏の発言

質疑応答の中でのボエール氏の発言を紹介し

ておこう。

官房は，大臣が自分の省庁を統制しようとす

るときの手段である。フランスでは，政治家が
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官庁を統制できるように，20人，30人，50人の

官房職員が大臣を取り巻いて，大臣と官庁との

間のバイパスとなっている。大臣が本省の局長

と仕事をすることは滅多になく，大臣は官房職

員と働いて，官房職員が局長と働く。

グランコールに入ることができた若い優秀な

人々は，エリート中のエリートとしてやる気

満々だが，入れなかった高級官僚はやる気を失

ってしまう。彼らは，特に高等行政官は期待通

りには出世できず，同期のグランコール職員に

比べて重責ポストに就く可能性が遥かに少ない

と一様に不満を口にする。優秀な高級官僚は若

い時期に重責ポストに就くので45歳を過ぎた頃

には官庁が彼に提供できるものは何もなくなっ

てしまう。なおさら，最初から到達レベルが分

かってしまっていて，45歳で昇進の道が途絶え

てしまう高等行政官にとっては耐え難いことで

ある。出世するスピードが速ければ速いほど，

又到達する地位が高ければ高いほど，第２のキ

ャリアの問題は大きい。

勤務実績に基づいてグランコールの職員を採

用しようという改革案は，30年前から繰り返し

論じられ，いまだに実行に移されていない。政

令を一つ出せば，エナと理工科大学校の卒業生

がグランコールを独占している現状を打破でき

る。しかし，どの政府もそれをする勇気がない，

グランコールという我が国最大の権力者を敵に

まわすことができない。

若い優秀な官僚のエネルギーの大部分が自分

及び自分が属する集団の縄張りと権益を守るこ

とに費やされている。彼らの独占ポストが他の

職員群の手中に落ちたとき，彼らは耐え難い悲

劇として騒ぎ立てる。高級官僚の世界にも大手

企業界にも，職員群の論理がまかりとおってい

る。

グランコール出身の政治家がグランコールの

現象を批判することは，自己否定につながる。

高級官僚の世界と政治家の世界が混在している

ことがシステムの改革を難しくしている。こう

したエリートの正当性を支えているのが，彼ら

の学業成績である。しかし，彼らはそれ以外の

分野で自己の能力を評価された経験を持ってい

るわけではなく，そのような彼らに既存のエリ

ート養成システムの改革を望むこと自体無理な

ことである。

上司の評価及び評価がもたらす結果と部下の

やる気の間には，強い相関関係があると思う。

しかし，フランスでは，上司の評価が部下のキ

ャリアに影響を及ぼすことはない。我が国のシ

ステムはやる気をおこさせるようにはできてい

ない。仕事が面白いからとやる気を出す人間も

いるが，何もしない人間もいる。だからどうだ

ということもない。希望もやる気もなく，制裁

もない。どうしたら改善できるか。仕事の能力

とキャリアを関連づけるだけで十分である。良

い仕事を行う人，斬新なアイデアを出させるこ

とができる人には昇進の場を与え，どうでもい

いような仕事ぶりの人，部下を使いこなせない

人には限られた範囲内での昇進しか認めるべき

ではない。

しかし，そうすると学校には最も優秀な者を

選抜する力がないということになる。もし，仕

事の能力とキャリアを関連づけるとしたら，エ

ナや理工科大学校の最も優秀な卒業生も下積み

から始め，仕事を通じて能力をもう一度実証す

る必要がある。最も優秀と言われる学校の卒業

生でさえ，社会人としての出だしは一番下のレ

ベルからはじめ，本当に優秀なら他の人達より

速く昇進できるとしたら，全ての人に平等にチ

ャンスが与えられるから，これが良いシステム

と言える。

フランスの高等教育は，西欧社会でも非常に

特殊なものである。17歳か18歳でバカロレアを

受けて合格したら，誰でも大学に入れる。平凡
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な学生であればそのまま大学に進む。優秀な学

生ならグランゼコールへの道を選ぶ。そのため

には２年間グランゼコール準備コースに入る。

そこでは学生の選抜が行われ，一番優秀な者が

理工科大学校，エナ，高等鉱山技師学校，高等

商業専門学校などに入学する。一方で，グラン

ゼコールに入学できず，ただの大学卒の肩書き

しかなければ，昇進のチャンスはあまりない。

グローバリゼーションは，フランスが変わる

大きなチャンスである。大企業の指導者は，学

業成績を基準に25歳で選抜された人々である。

このような基準はフランスでこそ認められてい

るものの，米国年金基金の運用担当者など海外

の投資家からすれば，単なる財務監察官にすぎ

ない。

「日本から学ぶ」こととしては，まず人事部

局の持つ重要性である。フランスでは，高級官

僚の世界でも民間企業でも人事部局の権限は，

非常に弱い。個人のキャリアについて組織とし

て計画的にプランを練ることは皆無で，それぞ

れ個人が自分で希望する部署への配属をかなえ

るか，あるいは上司に認められるように工夫し

なければならず，組織としての人材の有効利用

という観点が欠如している。

私達は個室で仕事をするから評価されるのも

されないのも個人の業績だけである。これでは，

グループで仕事をする訓練を受けることができ

ない。公務員はよく夜の９時，10時まで仕事を

するが，それは仕事のやり方が効率的ではない

からである。情報こそが権力であると信じてい

るから，各自が自分の領域内に閉じこもり，情

報を独占しようとする。でも，同じような報告

書が出され，変わりばえのしない状況判断がな

されるにすぎない。日本から学ぶべきことは，

このグループで仕事をすることだと思う。

日本ではⅠ種試験の合格者でも，いきなり高

い地位に就くのではなく，最初は低い部署で働

き始め，いくつものステップを経て昇進してい

くそうである。人事部局は，部下のやる気を引

き出す能力を非常に高く評価している，という

ことにも興味を持った。

次に「両氏が語る“フランスの高級官僚”」

の中からボエール氏の発言を紹介しておこう。

ミッテランが大統領になった1981年，各省の

官房の政策担当として，学校の先生や組合活動

家などが多数起用された。しかし，ミッテラン

が採ったヨーロッパ志向というグランドデザイ

ンと，こうして起用された官房職員の考えが乖

離していたため，83年までには，これらの職員

のほとんどが官房を離れた。それ以降は，従前

と同様に官僚が官房を支配し，特に重要なポス

トはグランコールの官僚が占めるようになっ

た。

国民には，政治家と官僚を明確に区別すると

いう意識はあまりなく，公務に対する信頼度は

あまり高くないようである。国民は，政治家も

官僚も同じ集団に属すると思っている。エナ出

身者をはじめ，多くの官僚が政治家になってい

て，官僚の利益が過大に政治に反映されている

という批判がある。

官僚出身者が政治家に多い背景には，官僚は

辞職することなく選挙に立候補することがで

き，当選しても官僚としての身分を放棄する必

要はなく，落選すれば，そのまま官僚として勤

務することができるシステムがある。政府は，

こうした仕組みがあるから，優秀な人が国政の

場で活躍しやすくなると，民間企業がこの仕組

みを導入すべきとの立場を採っている。

元首相のバラデュール氏や前首相のジュペ氏

は，党の地盤が強固で勝てる可能性の高い選挙

区に落下傘候補として降りてきて，当選という

勲章を付けて，政治家としての階段を上って行

った。
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官僚のキャリアや出世とその官僚の党派性と

の関係を一般論として述べると，1981年までは

基本的に保守政権が続き，政治的イデオロギー

よりも，保守党政治家の誰とコネがあるかが重

要であった。しかし，ミッテランが大統領にな

ると，保革で政権が入れ替わる可能性が認識さ

れ，党派性が重要になった。しかし，その後，

段々と保守と革新とでイデオロギーの差がなく

なりつつあり，再び党派性は重要性を失いつつ

ある。

現在のシステムが変わらないのは，グランコ

ールをはじめとするトップエリートの力が強

く，変革を提案し，実行する力を持つ人が他に

いないからである。エリートの存在自体を否定

している訳ではない。私が問題にしているのは，

最終の学校を卒業したときの成績だけでエリー

トが決まってしまうという，エリートの選抜方

法である。また，こうして選抜されたエリート

が，世界が変革，効率性の追求の方向に向かっ

ているのに，こうしたロジックに基づいていな

い点が問題である。

以上で内容の紹介を終えるが，この報告書で

述べられた内容は，高級公務員事情についての

新たな情報である。本書の価値は，立場の違う

２人の講演者の話が補い合っているところにあ

るが，制度を紹介するピガニオル氏に対してボ

エール氏の講演内容は社会学的な検討をしてい

る。特に，人事院という役所がボエール氏のよ

うな批判的な視点を持った論者を招請したこと

には大きな意味がある。

（人事院創立50周年記念セミナー報告書『フラ

ンスＥＮＡ官僚の実像』1999年3月，Ａ ４版，

113頁，非売品）

（さへき・てつろう　法政大学大原社会問題研究所兼

任研究員）


